
款 項 目

3 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 430,889 204,087 0 0 226,802 53%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

53%

 - - - - - - - 

国民健康保険特別会計繰出金 430,889 204,087 0 0 226,802

事業内容

根拠法令等に基づき、一般会計から国民健康保険特別会計へ繰り出す。
○保険基盤安定繰出金（保険税軽減分）
　低所得者に係る均等割・平等割軽減分(7割･5割･2割)を繰り出す。
○保険基盤安定繰出金（保険者支援分）
　低所得者の多い保険者を支援し、中間所得者層を中心に保険税負担を軽減するもので、軽減対象と
　なった一般被保険者数に応じて、平均保険税額の一定割合を繰り出す。
○子ども均等割軽減繰出金
　未就学児にかかる国民健康保険税均等割5割軽減分を繰り出す。
○出産育児一時金繰出金
　給付した出産育児一時金の2/3を繰り出す。
○財政安定化支援事業繰出金
　国保に低所得者や高齢者が多いことによる影響(税･医療費)を勘案して算定した額を繰り出す。
○事務費等繰出金
　国保事務に要する経費の内、国庫補助対象を除いた額を繰り出す。
○その他繰出金　市の基準により定めている項目について繰り出す。
　・福祉医療波及分:子ども医療等実施により国庫負担金等の減額部分を繰り出す。
　・特定健診･保健指導経費のうち、保険者の責に帰することのできない健診部分を繰り出す。

●主な予算の内訳
○国民健康保険特別会計繰出金　430,888千円
○国民健康保険特別会計繰出金前年度精算金　1千円

事業の目標 　保険税負担の平準化を図り、国民健康保険財政の安定的な運営を図ること。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

社会福祉総務費 114

施策事業名 国民健康保険特別会計繰出金

事業目的
国民健康保険制度の財源は被保険者の負担する保険税と国庫負担等で賄うことが原則とされている
が、高齢者や低所得者等が多く、財政基盤が脆弱であるという構造的な課題があるため、保険者であ
る市が財源の一部を一般会計から特別会計へ繰り出すことにより安定化を図る。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



款 項 目

3 1 5

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名

国民年金費 124

施策事業名 国民年金

事業目的
〇国民年金法に基づく法定受託事務の遂行
〇年金生活者支援給付金の支給に関する法律に基づく市町村での事務の遂行

事業内容

●全体計画
　〇日本年金機構事務センター及び年金事務所と連携し、法定受託事務を行う。

●事業内容
　・各法や事務処理基準に定められた法定受託事務（被保険者の国民年金１号資格取得、国民年金保
　　険料免除申請の受け付け、年金生活者支援給付金申請の受付、世帯及び所得状況の提供）を年金
　　事務所と連携し適切な事務や回答を行う。
　・年金事務所と連携し、年金制度や請求などに関する相談業務を行う。

●予算の内訳
　・普通旅費　　　　　　　　　　　　　 2千円
　・特別旅費　　　　　　　　　　　　　12千円
　・消耗品費　　　　　　　　　　　　 104千円
　・通信運搬費　　　　　　　　　　　  49千円
　・手数料　　　　　　　　　　　　　　 1千円
　・愛知県都市国民年金協議会負担金　　 4千円
　　　　　　　　　　　　 　合計　　  172千円

事業の目標

・法定受託に伴う事業については、業務全般を滞りなく進める。
・国民年金取得時に一般免除や学生特例の申請の説明を行い、未納者を作らないように対応する。
・法定受託以外の業務については年金事務所と連携し、一括納付や口座振替の推進を行い、納付率の
低下を防ぐ。
・年金生活者支援給付金制度の対象者に対し、受付等の事務を適正に行う。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

0%

 - - - - - - - 

国民年金事務 172 172 0 0 0

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 172 172 0 0 0 0%

 - - - - - - 



款 項 目

3 1 6

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

21%

合計 812,331 272,884 0 311,385 228,062 28%

未熟児養育医療助成 4,747 3,007 0 736 1,004

76%

後期高齢者福祉医療助成 164,689 76,875 0 0 87,814 53%

精神障害者医療助成 73,783 17,834 0 0 55,949

0%

母子父子家庭医療助成 44,554 22,276 0 22,278 0 0%

子ども医療助成 365,961 77,590 0 288,371 0

81%

障害者医療助成 145,856 72,927 0 0 72,929 50%

福祉医療助成事務 12,741 2,375 0 0 10,366

事業内容

●全体計画
　・医療費の自己負担分を根拠条例、規則に基づき助成を行う。

●事業内容
　・各福祉医療受給者証交付申請書を受付審査し、受給者証を交付する。
　・医療に要する額から保険等で給付される額を控除し、残りの本人負担額の全額又は一部を医療費
　　として支給する。

　・例）子ども医療(令和４年度より拡大)
　　入通院に関する医療費から保険等で給付される額を控除し、残りの本人負担額の全額を子ども医
　　療費として支給する。

●主な予算の内訳
　・医療費助成システム改修委託料(子ども医療拡大)　1,353千円
　・障害者医療費　　　　　　　　　　　　　　　　145,856千円
　・子ども医療費　　　　　　　　　　　　　　　　365,961千円
　・母子父子家庭医療費　　　　　 　　　　　　　　44,554千円
　・精神障害者医療費　　　　　　 　　　　　　　　73,783千円
　・後期高齢者福祉医療費　　　　　　　　　　　　164,689千円
　・養育医療費　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,747千円

事業の目標
受給者の経済的な負担軽減等を目的とした福祉医療費助成事業について、受給者証の発行等の事務を
円滑に実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

福祉医療助成費 126

施策事業名 福祉医療助成

事業目的
医療費の自己負担分を助成することにより、経済的な負担を軽減し、不安なく医療を受けてもらうこ
とを目的とする。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



款 項 目

3 1 8

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名

後期高齢者医療費 128

施策事業名 後期高齢者医療療養給付費負担金

事業目的
高齢者の医療の確保に関する法律第98条に基づき、後期高齢者医療被保険者にかかる療養給付費の一
部を療養給付費負担金として県下市町村が負担し、療養給付の安定を図る。

事業内容

●全体計画
　・根拠法令に基づき、愛知県後期高齢者医療広域連合へ負担金を支出する。

●事業内容
　・後期高齢者医療制度に加入する犬山市の被保険者分の医療給付費の1/12(市負担分)を、広域連合
　　が提示する支払い計画に基づき支出する。

●予算の内訳
　・後期高齢者医療療養給付費負担金　846,061千円

事業の目標
後期高齢者医療費被保険者にかかる療養給付費の一部を療養給付費負担金として県下市町村が負担す
ることで、安定した療養給付費を維持する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

 - - - - - - - 

後期高齢者医療療養給付費負担金 846,061 0 0 0 846,061

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 846,061 0 0 0 846,061 100%

 - - - - - - 



款 項 目

3 1 8

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 228,323 151,180 0 0 77,143 34%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

34%

 - - - - - - - 

後期高齢者医療特別会計繰出金 228,323 151,180 0 0 77,143

事業内容

●全体計画
　・根拠法令に基づき後期高齢者医療特別会計へ繰り出しする。

●事業内容
　・後期高齢者医療制度に係る市の事務費、広域連合に納入する共通経費、低所得者の保険料の軽
　　減分を一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰出金として支出する。
　・市は、後期高齢者医療制度に加入する被保険者の各種申請、届出業務の受付、制度に関する広
　　報、相談業務、保険証の引渡し、広域連合で賦課した保険料の徴収を実施。

●予算の内訳
　・保険基盤安定繰出金　201,574千円
　・事務費繰出金　　　　 16,790千円
　・その他繰出金　　　　  9,959千円

事業の目標
一般会計から後期高齢者医療特別会計へ繰出金を支出することで、、後期高齢者医療の円滑運営に寄
与する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

後期高齢者医療費 128

施策事業名 後期高齢者医療特別会計繰出金

事業目的
後期高齢者医療における事務経費等市負担分、低所得者の保険料の軽減分を、高齢者の医療の確保に
関する法律に基づいて一般会計から後期高齢者医療特別会計に繰り出し、後期高齢者医療会計の安定
を図る。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



款 項 目

3 1 8

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 78,997 0 0 60,060 18,937 24%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

24%

 - - - - - - - 

後期高齢者保健 78,997 0 0 60,060 18,937

事業内容

●全体計画
　・高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、愛知県後期高齢者医療広域連合より委託を受け、
　　市が健康診査を実施する。
　・健康診査未受診、医療機関未受診者等に対し、保健師が訪問するなど、医療機関への受診勧奨
　　や通いの場への案内を行う。

●主な事業内容
　・後期高齢者医療被保険者の健康診査
　・高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施
　・令和４年度より、後期高齢者医療特別会計から一般会計に移行

●予算の内訳
　・普通旅費　　　　　　　　　　　38千円
　・消耗品費　　　　　　　　　　 127千円
　・印刷製本費　　　　　　　　 1,077千円
　・通信運搬費　　　　　　　　 2,188千円
　・手数料　　　　　　　　　　 1,765千円
　・後期高齢者健康診査委託料　73,785千円
　・複写機使用料　　　　　　　　　17千円

事業の目標
健康診査、保健事業と介護予防等の一体的実施を実施することで、フレイルに着目した健康課題を把
握し、必要なアプローチを適切に実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

後期高齢者医療費 128

施策事業名 後期高齢者保健

事業目的
後期高齢者医療被保険者に対する保健事業（健康診査、保健事業と介護予防等の一体的実施）を、効
率的かつ効果的に実施することを目的とする。

令和４年度　予算説明書

予算 部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)目名



Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

100%

合計 6,899,970 4,834,691 0 170,304 1,894,975 27%

予備費 5,000 0 0 0 5,000

100%

財政安定化基金拠出金・基金積立金・公債費 3 1 0 0 2 67%

諸支出金 9,525 0 0 0 9,525

94%

保健事業費 97,373 23,985 0 43,140 30,248 31%

国民健康保険事業費納付金 1,948,197 19,044 0 89,821 1,839,332

0%

保険給付費 4,807,522 4,786,854 0 9,800 10,868 0%

総務費 32,350 4,807 0 27,543 0

事業内容

●全体計画
　平成30年度からの国保制度改正により、県からの保険給付費等交付金によって、被保険者が疾病、
負傷、出産又は死亡した際の保険給付を適切に実施する。保険給付に必要な県への国民健康保険事業
費納付金を国民健康保険税の収入により確保し、国民健康保険事業を適切に運営する。そのために、
保険税率について国民健康保険運営協議会へ諮り、答申に基づき、税率を改定する。

●主な事業内容
　○被保険者の資格管理　○保険給付
　○保険税の賦課　　　　○保健事業の実施
　○未就学児の国保税均等割5割軽減
　　・子育て世帯の負担軽減を図る。軽減分は国1/2、県1/4、市1/4負担で一般会計より繰り入れ。
　
●主な予算の内訳
　○保険給付費　4,807,522千円　○事業費納付金1,948,197千円　○保健事業費　97,373千円
　○国民健康保険税　1,343,404千円　○県支出金　4,834,690千円
　
●主な関係法令等
　○国民健康保険法
　○地方税法
　○犬山市国民健康保険条例・施行規則
　○犬山市国民健康保険税条例・施行規則

事業の目標 　県への事業費納付金と税負担のバランスを考慮し、国民健康保険財政運営の安定化を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

326

施策事業名 国民健康保険事業

事業目的
県とともに保険者として、国民健康保険税や国・県等からの負担金や補助金を原資とし、被保険者の
疾病や負傷、出産、死亡に関して必要な保険給付を行う等、国民健康保険事業を適切に運営する。

国民健康保険特別会計

令和４年度　予算説明書

部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)特別会計名



Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

- 

合計 1,515,087 0 0 1,515,086 1 0%

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

0%

 - - - - - - - 

後期高齢者医療特別会計 1,515,087 0 0 1,515,086 1

事業内容

●全体計画
　・被保険者から徴収した後期高齢者医療保険料と国庫負担金等の収入によって、被保険者が疾病、
　　負傷、死亡等の際に、適切に保険給付を実施する。保険者は、愛知県後期高齢者医療広域連合で
　　あり、市町村では保険料の徴収や申請・届出の受付事務等、窓口業務を行う。

●事業内容
　・被保険者資格管理に関する申請等の受付　　・保険給付に関する申請等の受付
　・保険料の徴収　　　　　　　　　　　　　　・窓口２割負担導入に伴う保険証再送付

●主な関係法令等
　・高齢者の医療の確保に関する法律　　　　　・愛知県後期高齢者医療広域連合規約
　・犬山市後期高齢者医療に関する条例・施行規則

●予算の内訳
　・総務費　　　　　　　　　　　　　 15,232千円
　・後期高齢者医療広域連合納付金　1,496,539千円
　・諸支出金　　　　　　　　　　　　　3,315千円
　・予備費　　　　　　　　　　　　　　　　1千円

事業の目標
市民の高齢化に伴い、後期高齢者医療保険の被保険者の増加が見込まれる中で、被保険者の疾病、負
傷、死亡等に関して必要な保険給付を適切に実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

436

施策事業名 後期高齢者医療特別会計

事業目的

被保険者の疾病、負傷、死亡等に関して必要な保険給付を行う。
保険者は、愛知県後期高齢者医療広域連合で、市は保険料の徴収事務や申請・届出の受け付け等、窓
口業務を行う。なお、対象者は、市内に住む７５歳以上の人と、前期高齢者（６５～７４歳）で一定
の障害のある人である。

後期高齢者医療特別会計

令和４年度　予算説明書

部局名 健康福祉部

課　名 保険年金課
予算書(P)特別会計名


